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Ⅰ　課題の設定

本稿は，2000 年代におけるわが国の高等教育
政策において，産業界からの要請がどのように反
映しているかを，1）産業界の大学に対する要求，
2）文部科学省（以下，文科省）の高等教育政策，

3）内閣府や経済産業省（以下，経産省）の高等教
育政策の 3側面から，そのポリティックスを明ら
かにすることを目的とする。
分析のキーワードとなるのが，サブタイトルに
提示した，新自由主義，グローバリゼーション，
少子化の 3つである。この点について少し説明を
加えておこう。日本における新自由主義的な教育
改革は中曽根政権時に端を発するとされるが（佐
貫・世取山編 2008），ただその後，日本において
新自由主義的な政策が貫徹したかといえば必ずし
もそうではなく（大嶽 1999），それを明確に打ち
出したのは 2001 年から 2006 年までの小泉政権で
あった（上村・田中 2006）。国立大学の法人化は，
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本稿は，2000 年代における日本の高等教育政策をめぐって，産業界，文科省，内閣府
や経産省がどのようなポリティックスを行使しているか，各種の政策文書を分析すること
で明らかにすることを目的とする。分析のキーワードは，新自由主義，グローバリゼー 
ション，少子化の 3 つである。分析の結果，1. 産業界は英語でコミュニケーションがとれ
るグローバル人材の育成を大学院に期待し，そのためには大学が企業のようなトップダ 
ウンの意思決定システムを持つことを要請している。2. 文科省はその要請を受けて，より
多くの競争的資金を獲得しようとし，他方でガバナンス改革の要請に対しては正面対立を
避けている。3. 経産省はグローバル人材育成に関して産業界と文科省の橋渡しをすること
で，この人材育成政策にかかわっている。三者間に特段の対抗軸がなく，奇妙な連携が生
じていることが明らかになった。これは，経済のグローバリゼーション競争で劣位に立つ
産業界が，その回復を人材育成に求める行動，少子化と予算削減のなかで大学のマーケッ
トの確保を課題とする文科省，グローバリゼーションのもとでの経済成長戦略が効果を見
せないなかでそのシーズとなる人材育成にも政策課題を求める経産省と，それぞれが大学
における人材育成をもとに利害が一致することによる。しかし，企業は，必ずしも多くの
グローバル人材や博士課程修了者を必要とはしていないという調査結果からは，大学は短
期的な政策に振り回されるよりも，中長期的な将来像を自ら考えることが必要であろう。
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1 つの到達点であろう。しかし，その後のリー�
マンショック，民主党政権への移行といった経済
的政治的変化のなかで，新自由主義的な教育改革
は継続しているのか。それを高等教育政策につい
て検討することが，第 1の課題である。
経済のグローバリゼーションが加速化する 90
年代初頭，日本ではちょうどバブル経済が崩壊し
た。その後 20 年もの日本経済の低迷によって，
産業界にとってグローバリゼーションは何よりも
脅威として立ち現れている。しかし，それに対抗
して競争に勝つことは至上命題であり，命題遂行
のためには，産業のイノベーションとイノベー
ションを起こす人材が必要である。産業界が大学
に各種の要請をする所以は，ここにある。産業界
の大学に対する要請，それに対する文科省をはじ
めとする行政府の対応に，グローバリゼーション
がどのように関わっているかを検討することが，
第 2の課題である。
新自由主義的政策，経済のグローバリゼー�
ションといった問題を，急激な少子化という人口
動態の変化のなかで受け止めねばならないのが，
日本である。大学を守る立場にある文科省は，大
学をすべて競争状態に置くことには抵抗があり，
日本経済を担う人材を期待する産業界も，人材そ
のもののプールが縮減していくことを念頭に置か
ねばならない。少子化という事実が，産業界や行
政府にどのように影響をあてているかを検討する
ことが，第 3の課題となる。これら 3つの課題に
ついて，上述の分析の 3側面のそれぞれにおいて
検討する。
こうした問題意識に立ち，すでに吉田は 1990
年代を中心に分析しており，そこでは，高等教育
政策をめぐるパワーポリティックスに，文科省以
外の行政府の新自由主義的な政策やその背後にあ
る産業界の要請が強くなり，高等教育政策の策定
に力を及ぼしていることを明らかにしているが
（Yoshida�2009），本稿はそれと問題意識を共有し
つつ，その後編として 2000 年代を中心にし，し
かし，産業界の要請の変化に焦点をあてて分析す
る。とくに産業界の要請に焦点をあてるのは，政
権の不安定状況と日本の経済的なプレゼンスの低
下の中で，産業界の大学に対する改革要求がより

ダイレクトになっていると考えるからである。
以下の分析においては，第 1 に，2000 年代の
産業界の要求を日本経済団体連合会（以下，経団
連），経済同友会（以下，同友会）の高等教育に対
する政策提言をもとに明らかにする。第 2に，文
科省の高等教育政策を検討し，産業界の要請がど
の程度反映しているかを検討する。第 3に，文科
省以外の行政府，具体的にいえば内閣府と経産省
の高等教育政策への関与を検討し，第 4に，産業
界，文科省，それ以外の行政府の高等教育政策を
めぐるパワーポリティックスを明らかにする。

Ⅱ　産業界の要求

産業界から教育，とりわけ大学に対する要請は
加速化している。分析の対象とする経団連と同友
会の高等教育に関する 1990 年代以降の主な政策
提言を一覧表にした表 1 からは，2000 年代，そ
れも後期に入って矢継ぎ早に提言が出されている
ことがみてとれる。
これらから，産業界の高等教育に対する要請を
大別すれば，1. グローバル人材の育成，2. 理工系
大学院教育の充実，3. 大学のガバナンス改革の 3
つになる。提言の内容を検証することで，それら
の論理を解明しよう。

1　グローバル人材の育成

産業界は，自らのニーズに見合う労働力を求め
るという点において，常に教育に対して人材の育
成に関しての要請をする。それは，産業界から教
育に対する直接的な要求である。その 2000 年代
のキーワードは「グローバル人材」である。それ
を全面的に打ち出したのが経団連の『グローバ
ル化時代の人材育成について』（経団連 2000）で
ある。そこでは，あらゆる人材には，「主体性」
「プロ意識」「知力」の 3つが，さらに，指導的立
場の人材には，「将来ビジョンを示す」「各国の
リーダーと対等に渡り合える」「ビジネスを創造
し，実行する」といったことが求められている。
この 4年前には『創造的な人材の育成に向けて』
（同 1996）という提言を出しているが，そこでは
もちろん経済のグローバル化の進展を意識した人
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材開発を求めているが，「グローバル人材」とい
う表現は用いられていない。したがって，エリー
ト層としての「グローバル人材」という考え方は
2000 年頃に登場したとみることができるが，こ
れはその後も産業界の共通認識となっていく。
『21 世紀を生き抜く次世代育成のための提言』

（経団連 2004）の「教養を備えたリーダーの育成」
「教育行政，学校・教員には，これまでの教育制
度で重視してきた学習の到達度の全体の底上げに
加えて，トップ層の強化に向けた取り組みを期待
したい。」（経団連 2004）といった表現は，それを
示すものである。『これからの教育の方向性に関
する提言』（経団連 2005）では，「「志と心」「行動
力」「知力」の3つをバランスよく身につけたリー
ダーの養成が必要である。」（同），『グローバル人
材の育成に向けた提言』（経団連 2011c）でも，「国
際社会で活躍し，成長分野等で世界を牽引する
リーダーとなる高度人材」（同：14）が必要だと
いう。同じく，同友会の『教育の視点から大学を
考える』（同友会 2007）においても，「新しい時代
の真のエリートを育てるための教育」（同：4）が

必要だという。
もともと産業界は，能力に応じた教育の必要
性を説く傾向はあるが（Schoppa�1991=2005：�104-
106），しかし，こと今回の「グローバル人材」に
関しては，それがエリート，リーダーであること
を明言している。その背後には，「戦後の高度成
長を可能にしたのは，国民一人ひとりの高い勤労
観と倫理観に加えすべての国民に対して高い水
準の義務教育が実現し，均質な人材が社会に送
り出されたことであった。これに対し，21 世紀
は IT化，グローバル化が進展し，情報が瞬時に
共有化され，多様な価値観がぶつかり合い融合す
る時代である。その中で，わが国企業は，創造的
な製品，サービスを供給することでグローバルに
展開される競争を勝ち抜いていかなければならな
い。」（経団連 2004），「資源に乏しい日本の競争力
の源泉は，人材力につきると言われて久しい。し
かし，世界規模で優秀な人材の獲得競争が激化す
る中，グローバル化に対応した人材の育成におい
て，わが国は，他のアジア諸国と比べても遅れを
取っている。」（経団連 2011c：17），と，産業界の

表 1　産業界からの大学に対する要請

〈日本経済団体連合会〉 〈経済同友会〉
1996：創造的な人材の育成に向けて
1997：企業の採用方法の変化と人材育成に対する意識調
査結果 1997：「学働遊合」のすすめ

1998：「変わる企業の採用行動と人事システム」事例集
1999：創造的科学技術開発を担う人材育成への提言

2000：グローバル化時代の人材育成について
2003：産学官連携による産業技術人材の育成促進に向け
て 2003：若者が自立できる日本へ

2004：21 世紀を生き抜く次世代育成のための提言
2005：これからの教育の方向性に関する提言
2007a：大学院博士課程の現状と課題（中間報告） 2007：教育の視点から大学を考える
2007b：イノベーション創出を担う理工系博士の育成と
活用を目指して
2008：大学・大学院改革に向けた取り組み等に関する報
告書 2008：18 歳までに社会人としての基礎を学ぶ

2009a：競争力人材の育成と確保に向けて
2009b：技術系留学生の質・量両面の向上に関する報告
書

2010a：経済格差を教育格差に繫げないために
2010b：理工系人材問題解決への新たな挑戦

2011a：産業界の求める人材像と大学教育への期待に関
するアンケート結果 2011：科学技術力立国を担う人材育成の取り組みと施策

2011b：企業からみた理工系大学・大学院教育のグッド・
プラクティス事例
2011c：グローバル人材の育成に向けた提言

2012：私立大学におけるガバナンス改革
出所：�経団連（http://www.keidanren.or.jp/policy/），同友会（http://www.keidanren.or.jp/policy/）1）から，高等教育に関する

提言を含むもの。経団連については 1991 年以降，同友会については 1995 年以降の提言が掲載されている。
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危機感は大きい。
それでは，グローバル人材とはどのような者な
のだろうか。「日本企業の事業活動のグローバル
化を担い，グローバル・ビジネスで活躍する（本
社の）日本人及び外国人」（経団連 2011c：1）が，
その定義である。これだけではいかにも曖昧であ
る。ただ，それぞれの提言においては，「創造性」
「志と心」「行動力」「知力」「イノベーション創出
の総合力」など多様な能力の涵養が求められてい
るが，その抽象度は高い。唯一，具体的な能力と
してどの提言にもみられるのが，英語によるコ
ミュニケーション能力である。そのためには，大
学における英語の授業の増加はもちろんのこと，
初等教育からの英語力の強化，大学入試における
英語のリスニング試験の導入，企業での採用にあ
たってもTOEIC や TOEFL の得点を課すことな
どが推奨されている。
手っ取り早い手段の 1つが，インターナショナ
ルスクールの活用である。『インターナショナル
スクール問題に対する提言』（経団連 2002）では，
インターナショナルスクールには，外国人子女や
帰国子女が多く，英語のコミュニケーション能力
のある学生が多いことに着目し，「国際化に対す
る国家戦略」としてその教育基盤の強化を提言し
ている。インターナショナルスクールが一条校で
なく，日本の高校や大学と接続していないことを
問題として，その制度改変を求めている。
もう 1つが，留学生の活用である。『技術系留
学生の質・量両面の向上に関する報告書』（経団
連 2009b）では，「優秀な人材をより多く獲得する
という点では，海外から日本への留学生に注目す
る必要がある。……企業にとっても留学生の採用・
活用に積極的に取り組むことで，より多くの優秀
な人材の確保に加え，人材の多様化による社内活
性化にもつながり，自社の国際競争力強化に資す
ることとなる。」（同：1）と，グローバル人材と
しての留学生に熱い視線を送っている。ただ，期
待される留学生は，人文社会系ではなく技術系で
ある。なぜなら，日本経済のイノベーションは，
理工系人材によって可能になると考えられている
からである。したがって，「イノベーションの主
たる担い手であるにもかかわらず現状では留学生

に占める割合が少ない技術系留学生に重点を置く
必要がある。」（同：18）と明言し，「留学生 30 万
人計画」において，そのうち大学院生が 4分の 3
と見積もり，その 30%（7 万人）を技術専攻とす
ることを提案している。それによって，2009 年
現在の 2.1 万人から大きく増加して，産業のイノ
ベーションが生じることを期待している。
留学生へのもう 1つの期待は，日本社会の少子
化に起因する。「急速な少子高齢化の進展とそれ
に伴う人口の減少により，国内市場が縮小する
中，天然資源に乏しいわが国が将来にわたって成
長を維持する」（経団連 2011c：2）ことが必然で
あり，そのためには，優秀な人材であれば国籍を
問わないというスタンスをとるのである。
こうした人材育成のためには，産官学の共同の
必要性も強く訴えている。この点については，後
述の文科省や経産省の動向においても検討しよう。

2　理工系大学院教育の充実

産業界が，大学に理工系人材の養成を求めるこ
とは，今に始まったことではない。第二次世界大
戦後の経済復興においても，IT化が始まる 1980
年代においても，日本は技術立国であるとし，そ
のために大学における理工系人材養成の拡充を求
めてきた。その論調は，グローバリゼーションが
進む時代においても変化はみられない。2000 年
代は，それが大学院，しかも博士課程にまで期待
の高まりと広がりがみられるようになったこと
に，特徴がある。
そのことは経団連の『グローバル化時代の人
材育成について』以来，各提言に指摘されてい
るが，それを明確に示したのが，『イノベーショ
ン創出を担う理工系博士の育成と活用を目指し
て』（経団連 2007b），『大学・大学院改革に向けた
取り組み等に関する報告書』（経団連 2008），同友
会の『理工系人材問題解決への新たな挑戦』（同
友会 2010b），『科学技術力立国を担う人材育成の
取り組みと施策』（同友会 2011）なのである。『イ
ノベーション創出を担う理工系博士の育成と活用
を目指して』においては，「欧米等では博士人材
が産業界のなかでイノベーションを創出し，優れ
たマネジメントを行う中核的人材として活躍して
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いる。」（経団連 2007b：1）という認識のもとに，
「わが国においても，大学における理工系の博士
課程の在り方を見直し，グローバルな競争力を有
するイノベーション人材を創り出す必要がある。」�
（同：1）と主張している。そのために，大学には，
教育理念の明確化と学生の選抜の厳格化を求めて
いる。また，産業界は進んで教育界との連携のも
とに高度人材の育成とその企業での採用に力を尽
くそうとしており，その課題をまとめた提言が
『大学・大学院改革に向けた取り組み等に関する
報告書』となっている。
同友会の提言は，必ずしも理工系人材の大学院
における養成に特化しているわけではない。むし
ろ，近年指摘される「理科離れ」に対する危機感
から，初等教育から高等教育までを貫通して理系
の教育の重視と，それを学ぶ生徒学生の増加を目
指している。なぜ，理科系人材が重要かという
と，同友会の観点は，技術立国を担うというだけ
にとどまらない。理科系の教育によって論理的思
考力が涵養され，それは文理を問わず必要だとい
う観点から理科系教育の充実を求めているのであ
る。
こうした理工系人材とその教育への一貫した期
待は，日本経済を牽引してきた産業が製造業であ
り，経団連や同友会のメンバーがそうした企業の
代表者を中心としているからに他ならない。しか
し，日本経済を牽引する次世代の産業を何とすべ
きか，その方向性は見えていないのが実情であろ
う。イノベーションが盛んに言われるのは，その
証左であると考える。

3　大学のガバナンス改革

グローバル化，少子化という事態に強い危機感
を有し，自らの方向性を模索している産業界は，
教育，とくに高等教育の組織やその運営方法に対
して強い不満をもっている。日本の産業界が変わ
ろうと努力を重ね，そのための人材育成を大学に
期待しているにもかかわらず，大学はそれに応え
ていない，そのためには大学の慣行や組織構造を
変化させねばならないという論調は，2000 年代
になって強さを増し，「大胆かつスピード感のあ
る改革の必要性」（経団連 2004）が主張される。

グローバル人材の育成という目標に対する手段と
しての組織改革は，2000 年代に入って，大学の
第三者評価システムの導入，教員の人事評価，大
学の情報開示，教育の質の保証と続き，それは同
友会でも同様である。『教育の視点から大学を考
える』（同友会 2007）においては，大学教員の処
遇が年功制に依拠し，教員が教育よりも研究に力
を入れる風潮を戒め，人事制度の再構築や教育に
対する評価の導入を求めている。
成果を評価する方向での大学改革は，1991 年
の大綱化以来の高等教育政策であり，産業界もそ
れになぞった発言をしている。ただ，産業界のこ
うした提言が先にあって文科省の高等教育政策に
ダイレクトな影響を与えたかといえば，必ずしも
そうとは言い切れない。産業界の間接的な影響は
あったと思われるが，規制緩和とそれにともなう
事後チェック，あるいは参入規制の緩和と競争に
よる淘汰は経産省や内閣府の方針であり，文科省
や大学はそれに抵抗できなかったという経緯があ
るからである。
産業界からの大学の組織改革への提言は，2000
年代後半には，さらに踏み込んだものとなる。
2011 年には，政府に対して「国公私立大学間の
再編，統合および連携の推進」が謂われ，いわゆ
る文科省の機能別分化を推奨する政策と並行し
て，「国公私立大学の再編，統合の推進や入学定
員の見直しを通じて，各大学の適正な教育研究環
境の確保，経営基盤の強化を図るべきである。」
（経団連 2011c）と主張している。そうした論調
は，経団連よりも同友会の方が強い。『教育の視
点から大学を考える』では，教授会による意思決
定は「制度的には過去のものとなりつつある」と
し，「理事長・学長のリーダーシップの強化を含
む，一層のガバナンス改革が必要である。」（同友
会 2007：10）と，大学の組織構造の変革を求め，
2012 年の『私立大学におけるガバナンス改革』
（同友会 2012）では，「高等教育の改革のための施
策や各界からの提言にもかかわらず，大学教育の
改革は十分に進んでいるとは言えない。……大学
の実行力の不足の理由として，既得権を侵される
教職員等からの抵抗があると言われる……」（同：
2），という認識のもと，理事会や学長・学部長の
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リーダーシップの強化が求められる。それが遂
行されないのは，「教員や教授会の合意が組織決
定の前提になるという慣行」があるためであり，
「教員も事務職員と同様に雇用契約を有しており，
公務，とりわけ組織運営においては学長の指揮
命令系統下に置かれるべきである。」（同：8）と，
教授会が意思決定機関となって，組織の長を選挙
で選任することが，改革の遅れにつながっている
と批判している。
官僚制的な組織機構をもつ企業からみれば，教
授会の同僚性による意思決定システムこそ，大学
改革の元凶だというのである。なぜ，この提言が
私立大学に限定したものとなったかといえば，国
公立大学は法人化によってトップの権限が強化さ
れたが，私立の場合は，2005 年の私立学校法の
改正によって理事会・理事長権限が明確化されて
も，それが十分大学に浸透していないとみている
ことによる。確かに，私立大学のガバナンスに関
しては，私立学校法の存在が逆に文科省の直接的
な統制を排除する仕組みとして働く側面がある。
産業界はそこへ切り込んだというわけである。
このように，2000 年代以降，産業界から大学
への要求は，自らの苦境を救済するための人材養
成から，大学の慣行や組織へと比重をシフトさせ
てきている。人材養成やそのための教育内容と
いった，大学卒業者の雇用という接点においての
要求から，卒業者を育成する組織そのものの在り
方といった面への要求の広がりとみることができ
る。この変化は，前述したように危機感に覆われ
ている産業界からすれば，大学はそれに乏しく改
革の意欲に欠けた組織と映ることによるのであろ
う。

Ⅲ　文科省の高等教育政策

文科省が政策として大学を統制することができ
るのは，予算と制度である。産業界の大学に対す
る要請が，この予算と制度にどの程度影響をもつ
ものかを検討しよう。

1　文科省と予算

表 2 は，文科省の国公私立大学に対する予算
の経年変化を，運営費交付金（2003 年は国立学校
特別会計），私立大学等経常費補助金（私学助成），
大学教育改革支援という名の各種の競争的資金で
見たものである。
大学に対する文科省の予算の，少なくなったと
はいえ約 4分の 3は国立大学の運営費交付金，加
えて私学助成が20%と，高等教育予算の大半は基
盤経費として支出され，競争的資金は多くて 5%
程度である。しかし，運営費交付金は法人化以前
の 2003 年と比較して約 4000 億円，約 4分の 3に
減額している。私学助成はほぼ横ばいである。競
争的資金は実額では 2009 年度までは増加し，そ
の後やや減少したが，2012 年度は再度上昇した。
運営費交付金は効率化係数がかけられているた
め，今後も毎年減額していくであろうし，私学助
成の増額も期待できない。
そうなると，予算全体としてはわずかな金額で
はあっても，個々の大学にとっては競争的資金が
大きな誘因として働く。そしてこの競争的資金
は，文科省が財務省との折衝のなかで獲得するも
のだが，成果を得るためには大学の論理だけでは
説得材料にはならない。各方面のステークホル
ダーから納得される，時宜を得た改革課題である
ことが必要である。
ところで，人材育成を大学に要求する産業界

表 2　文科省の国公私立大学予算の構成比 （単位：%）
2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012

大学教育改革支援 1.8 2.8 3.3 3.5 3.9 4.3 4.5 3.8 3.2 5.8
私学助成 17.2 20.2 20.4 20.6 20.6 20.6 20.6 20.9 21.0 20.7
運営費交付金 81.0 77.0 76.3 75.9 75.5 75.1 74.9 75.3 75.8 73.5

計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
億円 18,741 16,128 16,139 16,085 15,939 15,742 15,618 15,392 15,290 15,784

出所：文科省のweb 各所
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は，日本の高等教育予算の対GDP比がOECD諸
国のなかで最低水準にあることに対しては大学の
応援隊であり，政府に対して予算支出を求めてい
る（たとえば，同友会 2010a『経済格差を教育格差に
繫げないために』）。もちろん，その論理は「我々
が教育を重視するのは，教育を個人の人格形成や
知識習得の手段とするだけでなく，人的資本に対
する投資と考えてきたためであり，わが国の発展
や国益に欠かせないものとして認識してきた。」
（同：1）ためである。しかし，そうはいっても産
業界のこの論理は，今のところ財務省の財布の紐
を緩めることにはなっていない。

2　大学院におけるグローバル人材の育成

大学に対する要求があるということは，それを
遂行するための予算獲得の可能性が高くなるとい
うことでもある。近年の文科省の競争的資金獲得
のためのプログラムのキーワードはグローバル化
である。表 3にみるように，大学教育改革支援プ
ログラムと一括される競争的資金のプログラム
の 2012 年の予算総額は 575 億円，そのうちリー�
ディング大学院や GCOE など 4 プログラムで構
成される「1. 世界的なリーディング大学院の構築
等」が 333 億円と多くを占めている。
とくにリーディング大学院は，2011 年度の 39
億円から 116 億円と 3倍近くの増額をみている。
「広く産学官にわたりグローバルに活躍するリー
ダーを養成」することを目的としたこのプログラ
ムは，2010 年に閣議決定した国家の新成長戦略
の 1つに位置づけられている。経団連は『グロー
バル人材の育成に向けた提言』（2011c）において
も，「各大学は，政府が新成長戦略の中に盛り込
んだ「リーディング大学院構想」や，「グローバ
ル COE」などに積極的に取り組むことが期待さ
れる。」と応援メッセージを送り，「産業競争力懇
談会」2）もこの取り組みを推奨している。また，
「3. 大学のグローバル化のための体制整備」の
103 億円のうち「グローバル人材育成事業」は新
規でありながら 50 億円の予算がついている。こ
れは，「政策推進の全体像」（国家戦略室 2011）を
踏まえた，後述する「グローバル人材育成推進
会議　中間まとめ」（グローバル人材育成推進会議

2011）の具体化として策定されたものである。
さらに，2012 年度「大学の国際化のためのネッ
トワーク形成推進事業（1）グローバル 30」は，
文科省が予算として申請したという形をとってい
るが，実は，2007 年の経済財政諮問会議におけ
る議論が契機となり，同年の『経済財政改革の
基本方針 2007』において国際化・多様化を通じ
た大学改革の 1つとして策定されたものである。
そこでは，「文部科学省は，「大学グローバル化プ
ラン」（仮称）を平成 19 年内に策定し，アジアを
含めた国際的な大学間の相互連携プログラムを促
進する（単位互換，ダブル・ディグリー等）……平
成 20�年度から，現地での募集・選考体制の強化，
渡日前の入学許可，奨学金支給決定を行い，留学
生受入れ拡大を図る。日本人学生の短期留学等の
機会を拡充する。」（内閣府 2007：12）と記されて
おり，文科省は内閣府の命にしたがってプログラ
ムを開始した。この経済財政諮問会議に対して産
業界が一定の影響力をもっており，経団連の『競
争力人材の育成と確保に向けて』（経団連 2009a）
においては，「政府の「留学生 30 万人計画」で掲
げている国際化の拠点となる 30 大学の選定（グ
ローバル 30）と英語の授業で学位が取得できる課
程の増加は，これまで日本語がネックとなり留学
を考えて来なかった潜在的な外国人学生を我が国
に惹きつけるという点で有意義な取り組みであ
る。」（同：15-16）と，グローバル 30 に対し高い
評価を与えている。
グローバル人材の育成というミッションを大学
院教育に期待する産業界の存在を，いかにうまく
取り込み競争的資金として予算化するかが，近年
の文科省の動向であるといってよい。文科省とし
ては，90 年代以来拡張した大学院が充足してお
らず，かつ，そこで養成された人材が労働市場で
評価されないという状況に対して，その打開策を
産業界の意向を利用することで見出したいと考え
ていると言ってよいだろう。
産業界が大学に期待するグローバル人材の育成
に関しては，今のところ，産業界と文科省との関
係は蜜月関係にある。これを産業界の影響力が行
使された結果としてのみ読むことは早急であると
思われる。なぜならば，予算獲得がレーゾンデー
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トルを示すことになる文科省にとっては，産業界
の意向をいかにうまく取り入れて概算要求をする
かという戦略も働くからである。

3　大学の組織改革

大学のマネジメントやガバナンスの改革が本格
的に議論の対象となったのは，「遠山プラン」と
呼ばれる 2001 年の「大学（国立大学）の構造改
革の方針」あたりからであろう。拡大路線を基調
としてきた高等教育政策に対して「国立大学の再
編・統合を大胆に進め」，馴染みの薄い「民間的
発想の経営手法を導入」し，自己点検評価では不
足として「第三者評価による競争原理を導入」し
ようとしたことは，大学に大きなインパクトを与
えた。並行して行われていた法人化の議論は，こ
れによって加速化し，2003 年に決定，2004 年か
ら国立大学は法人化する。学長の権限は強化さ
れ，学長・学部長のリーダーシップが発揮された
大学運営が可能となる制度改正であった。
この遠山プランは，主に国立大学を想定しては
いるものの，私立大学が構造改革からまったく自
由であることは，社会全体の構造改革を進めてい
た小泉政権下では許されるものではなかった。
ただ，私立大学は，私立学校法によって文科省の
直接的な介入を受けることなく独立性を保つこと
ができるうえ，学校法人制度をとっているため理
事長の権限の行使を可能とするトップダウン経営
が可能である。しかし，入学定員未充足の大学は
2000 年前後から増加傾向にあって経営の危機が
目前にあるにもかかわらず，財務情報は公開され
ていないといったことが問題とされていた。こう
したなか，学校法人の管理運営制度を改善し財務
の透明性を高めることを目的として私立学校法の

改正が行われ，2005 年に施行された。この改正
により，理事会の法定化，業務権限の明確化がな
され，また，監事・監査，評議員の機能の明確化
により，理事会の業務チェックの仕組みが構築さ
れた（林 2009）。懸案の財務情報に関しても，ス
テークホルダーからの請求に応じて開示すること
が義務化された。
新自由主義的な社会改革の一環としてはじまっ
た 2000 年代初頭の構造改革以来，大学はマネジ
メントの対象となる組織であり，そのためにガバ
ナンスを強化すべきという認識は，文科省内でも
次第に共有されてきた。外圧としてはじまった改
革課題ではあるが，何よりも，少子化のなかでの
大学の生き残りの方策を考えねばならないという
課題を抱える文科省としては，アカウンタビリ
ティには敏感にならざるをえなかった。
しかし，ガバナンス改革の成果が見えてこない
というのが産業界の見方であり，同友会の『私立
大学のガバナンス改革』（同友会 2012）は，そう
した認識を表明したものということができる。こ
うした産業界の声が，今後，文科省の政策にどの
ように反映されていくのかは，何とも言えない。
ただ，中央教育審議会の大学分科会，その下部の
大学教育部会には，経団連や同友会の代表者およ
びそれ以外の産業界出身者が委員として参加して
おり，大学組織の改革に対しては厳しい要求の声
があがる。
その 1つは，アカウンタビリティやガバナンス
の前提となる組織の評価の問題であり，もう 1つ
は，ガバナンス機構の問題である。たとえば評価
に関しては，
「評価や質の向上の計測，大学の質がどう向上し
たかを計測するというようなことに関して，やは

表 3　文科省の大学教育改革支援プログラムと 2012 年度予算額

〈プログラムのカテゴリー〉 プログラム
数（新規） 予算（億） 〈代表的プログラム〉

1. 世界的なリーディング大学院の構築等 4（1） 333 リーディング大学院/GCOE

2. 大学教育の充実と質の向上 4（2） 63
大学関連携共同教育推進事業/
産業界のニーズに対応した教育
改善・充実体制整備事業

3. 大学のグローバル化のための体制整備 4（1） 103 グローバル人材育成推進事業/
大学の世界展開力強化事業

4. 高度医療人材の養成と大学病院の機能　
強化 9（3） 76 がんプロフェッショナル養成基

盤推進プラン
出所：文科省（2012）
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りもう少し工夫していただきたいというのがお願
いです。……我々企業の場合には，いつも市場か
ら選抜をされておりまして，……成績表は3か月
ごとに1回その成績表が出ます。……それを3か月
ごとに世界中に説明をする必要があります。それ
が落ちてきている企業はひとりでに衰退していき
ます。大学の場合も，長い目で見るときっと同じ
だろうと思います。」（大学分科会（第99回）議
事録，2011.�8.�24）
「我々民間から見ると，（認証評価が）7年に1回
ということで，大変そのことに違和感を持ってい
るわけです。……企業の場合ですといろいろな側
面にわたって必ずアニュアルレポートというもの
を出すわけです。」（大学教育部会（第10回）議
事録，2012.�2.�22）
民間企業の活動の評価のサイクルが短期である
ことと比較して，大学の評価の仕組みが手ぬるい
という指摘である。
ガバナンスの問題に関する典型的な批判は，以
下のようなものである。
「非常に私が不思議に思ったことは，……大きな
大学の中でミッションがあって，そのミッション
にすべてが連鎖しているはずだと私は思うので
す。企業の場合には，企業のミッションというも
のは，新入社員の活動に至るまで全部連鎖されて
いて，それが個別の年間目標になってくるわけで
す。……その観点からいくと，大学というのは全
く連鎖されていない。そうなると，……学部の自
治に任せておけない部分というものを，学長なり
理事長さんがきちんと抽出して，……最終判断は
理事会とか，あるいは，学長ということを勇気を
持って言っていかないと，いつまでたってもこの
枠組みが解決されない根本問題として残されるよ
うに思いました。」（大学教育部会（第7回）議
事録，2011.�11.�14）
「産業界から見ると，本当に日本の大学教育は十
分な人材を育成しているかということに関して
は，疑問があると思います。……グローバルに対
応するとか，イノベーションを起こせるような人
材は，本当に企業は欲しいのですが，しかし，今
の大学教育でそういう能力が高まっているとは思
わないから，したがって，早く採用してしまうの

です。……本当に学長が特色ある教育を行うこと
ができるような仕組みをうまく整備することが大
切です。……その位覚悟して大学運営の仕組みを
変えないと，総論を議論しても，今の日本の大学
はほとんど変わらないのではないでしょうか。」
（大学分科会（第102回）議事録，2012.�1.�31）
ここでも，民間企業のやり方になぞらえて，
トップダウンの意思決定システムを導入すること
が求められている。どちらも，民間企業のやり方
が，大学を評価する基準軸である。産業界が望む
ような人材が大学から輩出されてこない，それは
大学が学長のリーダーシップのもとに官僚制的な
トップダウンの機構を構築していないことだとい
う因果関係が措定されており，その立場からの大
学批判であることも共通している。
審議会の議事録を見る限りこうした産業界から
の要請に対して，いわゆる大学人が正面切って反
論を挑むような様子は見られない。文科省をはじ
め審議会を構成する大学関係者は，次第にこうし
た言説を受け入れていっているような側面がな
いわけでもない。なぜなら，文科省も大学人自
身も，大学の生き残り戦略とかかわって大学教育
の質の保証を昨今の大きな課題としており，その
保証すべき質は，提供する教育から，教育を受け
た学生の学習成果へとシフトし，それに向けて諸
改革を進めているからである。したがって，産業
界から求める人材が育成されていないという批判
は，まさしく自らが課題としている点を批判され
たことになるからである。大学が企業のようなガ
バナンス体制を構築すれば，優れた人材を送り出
せるという因果が，本当に成り立つのか否かを問
い返す余裕を，文科省も大学も失っているように
思う。

Ⅳ　政府と他省庁

1　自民党から民主党へ

内閣府における諸会議のもとで進められた，規
制緩和のもとでの自由競争という方針は，その後
の自民党政権も受け継ぎ，2009 年の民主党政権
への移行によって，経済財政諮問会議や規制改革



64 No. 629/December 2012

会議は行政刷新会議と衣替えをしたが，ムダを省
くという点で政府の財政支出を抑制する方針は継
続された。各種のメディア報道をもって注目を浴
びたのが，2009 年の事業仕分けであった。
高等教育に関わる事業仕分けとして，国立大学
運営費交付金，GCOE などの競争的資金につい
て，何が問題とされたか検討しよう。運営費交付
金に関しては，「15 名全員が見直しを求めるとい
う結果となった。……運営費交付金の使い方，特
に教育研究以外の分野における民間的手法を投入
した削減の努力，あるいは，そもそも交付金の配
分の在り方，こういったことを中心として，広
範かつ抜本的に，場合によっては大きく見直す」
（行政刷新会議　2009a）と評価された。法人化以
来，毎年 1%の効率化係数による削減が続いてき
た中で，さらに削減が必要とする判断であった。
また，競争的資金に関してはいずれも予算の縮減
が求められ，「グローバル COE プログラムは廃
止すべきとの指摘や，対象が広がりすぎるとの指
摘が複数あり」，「グローバル 30 などの事業につ
いては，「そもそも大学の本務としてやるべきだ」
という意見，結果・効果が不明だという意見，学
生の雇用に関する課題は重要だという指摘も複数
あった。」（行政刷新会議 2009b）とコメントされ
ている。このように，民主党政権発足直後は，各
省庁の事業についてはきわめて厳しい評価がなさ
れ，加えて各省庁下の独立行政法人のさまざまな
事業の廃止が閣議決定された。
しかし，他方では，2012 年度の教育関係予算
は，表 2 でもみたように増額している。それを
党文部科学部門会議では「政権交代の成果」（民
主党 2012）として公表している。大学の教育研究
基盤等の強化に関しては，「平成 23 年度予算で
は，大学関係経費を……6年ぶりに拡充。平成 24
年度予算では，私学予算を……7年ぶりに増額。」
（民主党 2012：5）と成果が強調されている。3年
間の変化は大きい。民主党政権の政策の方針が一
定でなく，何をめざしているのか見えない点が多
く，教育という領域に対しても同様である。さま
ざまな意味で方針が一定でない状況が，こうした
ところにも表れている。
ただ，2013 年度の概算要求に関しては，「運営

費交付金の充実を図るとともに，「大学改革実行
プラン」を踏まえ，各大学の強み・特色を活かし
た機能の再構築とそれを支えるガバナンス改革
を支援することで国立大学改革を促進。」（民主党
2012）と，やはり，ガバナンス改革が大学の課題
とされている。改革すべき点がガバナンスという
指摘は，産業界の声とも符合する。ガバナンス改
革が大学にどのようなメリットをもたらすのかと
いう議論をつくさないまま，大学改革＝ガバナン
ス改革と短絡的な図式が想定されているように思
えてならない。　

2　経産省の立場

文科省の高等教育政策に関わる省庁として，
2000 年前後からその立場を強化させてきたのは
経産省である。それは産学連携が積極的に推進
され TLO 法（1998 年）や日本版バイ=ドール法
（1999 年）の制定などが契機になり，「産」の立場
から研究の側面で大学との連携に関わってきたこ
とによる。産業技術局に大学連携推進課が設置さ
れ，そこがこうした業務を所管してきた。また，
経済財政諮問会議の事務を取り扱う立場からの文
科省の高等教育政策への影響力も大きかった。
しかし，近年の経産省は，高等教育政策にもう
1つ別の関わり方をしていることを指摘したい。
それは，産業界が大学に強く要望しているグロー
バル人材の育成であり経済産業局産業人材育成室
が，それをリードしている。2007 年から開始し
た，産業界と教育界とが今後育成すべき人材像を
検討する会議「産学人材育成パートナーシップ」，
そのもとに置かれた「グローバル人材育成委員
会」（2009 ～ 2010 年），2011 年新成長戦略実現会
議のもとに関係閣僚からなる「産学連携によるグ
ローバル人材育成推進会議」，東日本大震災後に
日本の復興を目指して設置された「産学協働人財
育成円卓会議」（2011 ～ 2012 年）などは，いずれ
も経産省がグローバル人材の育成という観点から
高等教育政策の立案に向けて文科省と共同で事務
を行った例である。
これらで論じられている内容は，産業界の要望
を強く表明したものである。たとえば，「グロー
バル人材育成委員会」では，大学において身につ
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けておくべき望ましい資質について「グローバル
人材基礎力（仮称）」として共通認識を醸成する
ことを目的として議論が重ねられた。その報告書
では，日本がいかに産業競争力を喪失したかを各
種のデータで示した上で，1. 社会人基礎力，2. 外
国語でのコミュニケーション，3. 異文化理解・活
用力をもったグローバル人材の育成が失地回復の
鍵となると論じている（産学人材育成パートナー
シップ・グローバル人材育成委員会 2010）。2006 年
に策定した社会人基礎力をベースにおき，英語の
コミュニケーション能力と異文化理解力とを涵養
すると，「グローバル人材基礎力（仮称）」を備え
た人材となるのである。
「産学連携によるグローバル人材育成推進会議
中間まとめ」における，グローバル人材として必
要な要素を簡略に示せば，要素 I：語学力，要素
Ⅱ：主体性・積極性，要素Ⅲ：異文化に対する理
解とされている。「グローバル人材基礎力（仮称）」
と大きく異なるものではない。産学協働人財育成
円卓会議の「アクションプラン」（産学協働人財育
成円卓会議 2012）では，人材ではなく「人財」と
いう語を用いて，その育成の重要性を打ち出して
いる。グローバル人材に求められる知識や能力と
して列挙されているものからいくつかをみれば，
「・グローバルな世界を舞台に活躍できるタフネ
ス，・多様な民族，宗教，価値観，文化に対する
理解や適応力，・主体的な思考力・行動力，リー
ダーシップ，・高い語学力」（産学協働人材育成円
卓会議 2012：2）などであり，とりたてて新規な
ものはない。ただ，このアクションプランでは積
極的に博士人材への期待を表明している点で，前
二者にはない特徴がある。とくにこの円卓会議
は，東日本大震災の復興を目的としているため，
「産学のリーダーが結集し，オールジャパンの視
点からの戦略的な産学協働により人材育成を強力
に推し進め」（産学協働人材育成円卓会議 2012：1）
ることが目的とされており，経産省は産業界との
連携によるグローバル人材育成を掲げて，文科省
との連携を図る姿勢が強くなっているといってよ
いだろう。
経産省の主たる役割は日本の産業の経済成長の
ための政策立案であろう。人材育成や大学連携

は，経済成長のためのシーズにはなり得ても直接
的な効果をもたらすわけではない。しかし，経済
成長が見込めないなか，そのシーズ探しの役割に
も力を入れ，産業界と文科省・大学との橋渡し役
を積極的に担っているというのが，近年の状況で
はないだろうか。

Ⅴ�　大学は強くなれるのか─結論にかえ
て

産業界，文科省，政府・経産省の，大学をめぐ
る 2000 年代のポリティックスを，新自由主義，
グローバリゼーション，少子化をキーワードとし
て読み解いてきた。産業界は，新自由主義をその
活動の基本とすることに変化はないが，経済のグ
ローバリゼーションと少子化のなかで，今後の日
本経済に対して大きな危機感をもつようになって
いる。「グローバル人材」と称するエリート層を
育成することで事態の打開を図ろうとして，その
人材の育成を大学に期待する。
文科省にとっての課題は少子化である。その
打開策が新たな学生マーケットの開拓であるが，
1990 年代からの大学院拡充も，その就業先が開
拓できないということで頓挫した状態にあり，社
会人も留学生も頭打ちである。そうしたところ
に，産業界の大学院博士課程修了者が留学生に期
待するグローバル人材育成の要請は，競争的資金
の獲得にとって追い風になる。事実，産業界の意
向を受けての内閣府などの会議で決定事項となっ
て予算化されたものもある。
ひところ，規制緩和による競争を推進していた
経産省は，格差社会批判などを受けて 1990 年代
ほど新自由主義的な政策を推進していない。産業
界と同様，経済のグローバリゼーションのなかで
日本経済を浮揚させる政策が明確な効果をみせて
いないなか，経産省はそのシーズとなる事業にも
かかわりをもつようになる。かつての産学連携か
ら，近年の産業界の意向を受けてグローバル人材
育成関連事業に，文科省との連携で担当する件数
は増加している。
そして，産業界の危機感は，求める人材を輩出
する大学の機構改革にまで及ぶ。ガバナンス改革
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とは，企業と同じ意思決定システムをもつことと
いってもよいだろう。
果たして，こうしたポリティックスでの大学改
革によって，大学はどのような場になるのだろ
う。文科省の競争的資金によって産業界が要請す
るグローバル人材を育成しても，企業はそうした
人材を本当に必要としているのだろうか。常用雇
用者総数にグローバル人材がどの程度いればよい
かを企業単位でたずねた調査によれば，「0%でよ
い」とする企業が全体の 61.4%にのぼる。企業規
模別でみれば，2000 人以上の常用雇用者がいる
企業では「0 %でよい」は 27.1%と少ないが，そ
れでも「0～ 10%以下」が 42.9%にのぼる（みず
ほ情報総研株式会社 2012：19）。また，博士課程の
修了者に対する評価においても，「同年齢の修士
課程修了者と比較した場合の博士課程修了者の知
識・業務遂行能力等」が，「ほぼ同等」とする企
業は 78.7%におよび，「博士課程修了者の方が優
れている」とする企業は18.0%でしかない。また，
「能力の伸び」についても，「ほぼ同等」とする企
業は 90.3%におよび，「博士課程修了者の方が伸
びている」とする企業は 1.6%，「修士課程修了者
の方が伸びている」の 8.1%よりも少ない（経団連
産業技術委員会 2007：10-11）。
企業がグローバル人材にも博士課程修了者にも
さほど興味を示していないなか，それが可能な大
学がこぞってその育成に向かうことは危険であろ
う。また，大半の大学にとって競争的資金を投入
してグローバル人材を育成することそのものが不
可能だろう。大学をめぐるステークホルダー間の
対抗軸がないなかで，オールジャパン体制で進め
られる事業が，大学の将来にとって何をもたらす
か，それを考えるのが大学人の知恵なのではない
かと思う。

� 1）�� 表 1 に掲載した経団連および同友会の各種の提言に関して
は，煩雑さをさけるため引用・参考文献には提示しない。経
団連に関しては 1991 年以降，同友会に関しては 1995 年以降
の提言などが，それぞれのウェッブサイトに掲載されている。

� 2）�� 産業競争力懇談会とは，日本の産業競争力を高めるため，
科学技術政策，産業政策などについて，産官学の協力で政
策提言をおこなうために 2006 年に設置された懇談会。主た
るメンバーは，経団連傘下の企業の役員，大学の学長であ
るが，基本的には産業界関係者が中心の組織である。ここ
でもグローバル人材の育成は主要テーマの 1つとなっている

（http://www.cocn.jp/）。
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